
解説 第６章

第６章 罰則 

条例 

第４５条 第４１条第１項の規定による市長の命令に違反した者は、６月以下の懲役又は５００，０００円

以下の罰金に処する。 

趣旨 

 本条は、この条例の実効性を確保するため、条例違反者に対する罰則を定めたものである。 

解釈・運用 

 本条例は、法令の範囲内で権利義務に係る規制を行うものであり、その違反者に対して罰則を設けることは、条例の実

効性を確保するための適正かつ有効な手段である。 

地方自治法においては、条例により義務を課したり、権利を制限することができ、かつ、条例中に罰則を設けることが

可能であるとしている。 

地方自治法 

第１４条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第二条第二項の事務に関し、条例を制定することができる。 

２ 普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めがある場合を除くほか、条例によらなければな

らない。 

３ 普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中に、条例に違反した者に対し、二年以下の懲役若し

くは禁錮、百万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑又は五万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができる。 
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市内パトロール or通報 

↓ 

現場立入検査により、工事着手が認められる 

・特定開発事業者の特定          相当の期間で是正が確認できない
・工事停止の指導 

・手続をとる旨の指導 

工事停止、手続をしない 

状況報告書の提出 

工事完了検査済証 意見陳述 

公表 

命令 

罰則 ６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金 

特定開発事業に関する一連の手続 

勧告 勧告内容：特定開発事業の停止 

違反是正

確認を受けずに工事着手！ 
完了検査の結果、 

確認の内容に適合

していない！ 

勧告に従わないとき 

命令内容：特定開発事業の停止 

違反是正

状況報告書の提出 

命令に違反した者 

勧告・命令・罰則フロー
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条例 

第４６条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、前条の違反行為をしたときは、その行為を行った者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同

条の罰金刑を科する。 

趣旨 

本条は、法人の代表者、法人、代理人、使用人その他の従業者が前条の違反行為を行ったとき、その法人又は人に

対しても罰則を科すことを定めている。 

解釈・運用 

 条例に違反する行為は、その行為を行う者が個人である場合又は行っている者の意志ではなく、その所属する組織の命

令に基づき行う場合等があり、その行為を行う違反者である個人を罰するだけでは、条例の実効性を確保できないため、

現実の違反者を罰するほか、業務主体である法人又は個人事業主等に対しても罰金刑を科すものである。 
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